
規 則

�愛媛県規則第５０号
愛媛県県営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県県営住宅管理条例施行規則（昭和３５年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（一般県営住宅の同居承認等）

第１１条の２ 省略

２ 条例第１７条第８項の規定による承認を受けようとする者は、速

やかに別記第９号の３様式による県営住宅入居承継承認申請書を

知事に提出しなければならない。

３ 条例第８条の規定（敷金に係る部分は除く。）及び第３条第２

項の規定は、条例第１７条第８項の規定による承認をした場合の手

続について準用する。

（準用）

第１２条の５ 第２条から第４条まで、第６条、第７条及び第９条か

ら第１２条までの規定は、特定公共賃貸住宅の管理について準用す

る。この場合において、第２条中「条例第６条」とあるのは「条

例第２３条の１６において準用する条例第６条」と、第３条第１項中

「条例第７条第２項」とあるのは「条例第２３条の１３第１項」と、

第４条中「条例第８条第１項第１号」とあるのは「条例第２３条の

１６において準用する条例第８条第１項第１号」と、「同条同項第

２号」とあるのは「条例第２３条の１６において準用する条例第８条

第１項第２号」と、第６条中「条例第８条第１項第１号」とある

のは「条例第２３条の１６において準用する条例第８条第１項第１

号」と、第９条中「条例第１０条」とあるのは「条例第２３条の１６に

（一般県営住宅の同居承認等）

第１１条の２ 省略

２ 条例第１７条第７項の規定による承認を受けようとする者は、速

やかに別記第９号の３様式による県営住宅入居承継承認申請書を

知事に提出しなければならない。

３ 条例第８条の規定（敷金に係る部分は除く。）及び第３条第２

項の規定は、条例第１７条第７項の規定による承認をした場合の手

続について準用する。

（準用）

第１２条の５ 第２条から第４条まで、第６条、第７条及び第９条か

ら第１２条までの規定は、特定公共賃貸住宅の管理について準用す

る。この場合において、第２条中「条例第６条」とあるのは「条

例第２３条の１６において準用する条例第６条」と、第３条第１項中

「条例第７条第２項」とあるのは「条例第２３条の１３第１項」と、

第４条中「条例第８条第１項第１号」とあるのは「条例第２３条の

１６において準用する条例第８条第１項第１号」と、「同条同項第

２号」とあるのは「条例第２３条の１６において準用する条例第８条

第１項第２号」と、第６条中「条例第８条第１項第１号」とある

のは「条例第２３条の１６において準用する条例第８条第１項第１

号」と、第９条中「条例第１０条」とあるのは「条例第２３条の１６に
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�愛媛県告示第１８９７号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第３項の規

定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

おいて準用する条例第１０条」と、第１１条第１項中「条例第１７条第

５項ただし書」とあるのは「条例第２３条の１６において準用する条

例第１７条第５項ただし書」と、第１１条の２第１項中「条例第１７条

第６項」とあるのは「条例第２３条の１６において準用する条例第１７

条第６項」と、同条第２項中「条例第１７条第８項」とあるのは

「条例第２３条の１６において準用する条例第１７条第８項」と、同条

第３項中「条例第８条」とあるのは「条例第２３条の１６において準

用する条例第８条」と、「第３条第２項」とあるのは「第１２条の

５において準用する第３条第２項」と、「条例第１７条第８項」と

あるのは「条例第２３条の１６において準用する条例第１７条第８項」

と、第１２条中「条例第２２条」とあるのは「条例第２３条の１６におい

て準用する条例第２２条」と読み替えるものとする。

おいて準用する条例第１０条」と、第１１条第１項中「条例第１７条第

５項ただし書」とあるのは「条例第２３条の１６において準用する条

例第１７条第５項ただし書」と、第１１条の２第１項中「条例第１７条

第６項」とあるのは「条例第２３条の１６において準用する条例第１７

条第６項」と、同条第２項中「条例第１７条第７項」とあるのは

「条例第２３条の１６において準用する条例第１７条第７項」と、同条

第３項中「条例第８条」とあるのは「条例第２３条の１６において準

用する条例第８条」と、「第３条第２項」とあるのは「第１２条の

５において準用する第３条第２項」と、「条例第１７条第７項」と

あるのは「条例第２３条の１６において準用する条例第１７条第７項」

と、第１２条中「条例第２２条」とあるのは「条例第２３条の１６におい

て準用する条例第２２条」と読み替えるものとする。

附 則

この規則は、平成２０年１月１日から施行する。

�愛媛県告示第１８９８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８９９号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９００号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第３２条第１項の規定により、次のとおり指定相談支援事業者を指定した。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

有限会社大黒屋
代表取締役 野本 治郎 八幡浜市沖新田１５１０－１６ 平成１９年

１１月３０日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０１０１２１６ 社会福祉法人きらりの
森

松山市畑寺四丁目８番
７号 植 田 孝一郎 自立訓練（生

活訓練）
障害者多機能型事業所
きらりの森

松山市畑寺四丁目８番
７号

平成１９年
１２月１０日

３８１０１０１２１６ 社会福祉法人きらりの
森

松山市畑寺四丁目８番
７号 植 田 孝一郎 就労移行支援

（一般型）
障害者多機能型事業所
きらりの森

松山市畑寺四丁目８番
７号

平成１９年
１２月１０日

３８１０１０１２１６ 社会福祉法人きらりの
森

松山市畑寺四丁目８番
７号 植 田 孝一郎 就労継続支援

（Ｂ型）
障害者多機能型事業所
きらりの森

松山市畑寺四丁目８番
７号

平成１９年
１２月１０日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０７００１４０
特定非営利活動法人ノ
ーマライゼーションサ
ポートおおず

大洲市若宮６７２番地９ 白 數 義 雄 就労継続支援
（Ｂ型）

障害者就労サポートお
おず 大洲市常盤町１８番地１ 平成１９年

１１月５日

愛 媛 県 報平成１９年１２月２１日 第１９２４号

１３５３
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�愛媛県告示第１９０１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第６９条の３３第１項の規定に

より、同法第６９条の８第２項に規定する更新研修の実施に関する事

務（介護支援専門員証の交付を受けてから、その有効期間が満了す

るまでに介護支援専門員として実務に従事した経験を有しない者を

対象とするものに限る。）を行わせる指定研修実施機関を次のとお

り指定した。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 名称

社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会

２ 主たる事務所の所在地

松山市持田町三丁目８番１５号

３ 指定年月日

平成１９年１１月１９日

�������
�愛媛県告示第１９０２号
東温市上林土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・於検校地区）の施行

は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

於検校地区）計画書の写し

� 東温市上林土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１９年１２月２５日から平成２０年１月２８日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�������
�愛媛県告示第１９０３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林の所在場所

西条市広岡乙６４の１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

広岡乙６４の１（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所

西条市福成寺乙１６３の２、乙１６３の４、乙１６４、乙１６６、乙

１６８、乙１７３、乙１７８、乙１９１から乙１９３まで、乙１９４の１、

乙１９４の２、乙１９５、乙１９７の１、乙１９７の２、乙１９８

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

福成寺乙１６６・乙１６８・乙１９４の１・乙１９４の２・乙１

９５（以上５筆について次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

３� 保安林の所在場所

西条市安用甲１０３８の１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

安用甲１０３８の１（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

４� 保安林の所在場所

西条市小松町石鎚字湯浪３５５７、３５６０から３５６９まで、３５７１から

３５７３まで、３５７６から３５７９まで、３５８０の１、３５８１、３７８２から３７８８

まで、３７９０から３７９２まで、３７９４から３７９６まで

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

事業者番号
指 定 相 談 支 援 事 業 者 指 定 相 談 支 援 事 業 所

指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８３０１０１２２０ 社会福祉法人きらりの森 松山市畑寺四丁目８番７
号 植 田 孝一郎 指定相談支援事業所きら

りの森
松山市畑寺四丁目８番７
号

平成１９年
１２月１０日

愛 媛 県 報平成１９年１２月２１日 第１９２４号

１３５４
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ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

字湯浪３５５７・３５６０・３５６２・３５６３・３５６５・３５６７・３５８０の１

（以上７筆について次の図に示す部分に限る。）、３５６４、

３５８１

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

５� 保安林の所在場所

西条市丹原町明穂丁５６の４１

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

丹原町明穂丁５６の４１（次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

６� 保安林の所在場所

西条市丹原町高松乙３５の２８、乙３５の２９、乙３５の４９、乙３５の５０

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

丹原町高松乙３５の２８・乙３５の２９・乙３５の４９・乙３５の５０

（以上４筆について次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

７� 保安林の所在場所

西条市丹原町志川乙１２の２５から乙１２の２８まで、乙１２の３１、乙

１２の３２、乙１２の３５、乙１２の５４

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

丹原町志川乙１２の３１・乙１２の３２（以上２筆について次の

図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の

所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期

齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁ならびに西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１９０４号
海岸保全区域の指定（昭和３２年９月愛媛県告示第７２１号）の一部

を次のように改正する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

別表寒川の項を削る。

�愛媛県告示第１９０５号
海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第３条第１項の規定により、次のとおり海岸保全区域を指定する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

海 岸 名 市 町 主 管 省 管 理 者 区 域

寒川海岸 四国中央市 国土交通省 愛媛県知事 基点２から基点１９までを順次結んだ線及び基点１９、補助点１９、補助点１８、補助点１７－３、補助点１７
－２、補助点１７－１、補助点１５、補助点１４－２、補助点１４－１、補助点１３、補助点１２、補助点１１、補
助点１０、補助点５、補助点４、補助点３、補助点１－２、補助点１－１、補助点２０－２、補助点２０－
１、補助点２５、補助点２６、補助点２８、補助点２９、補助点３０、補助点３１、補助点３２、補助点３３、補助点
３４、補助点３５、補助点３６、補助点３７、補助点３８、基点３８、基点３７、基点３６、基点３５、基点３４、基点３３、
基点３２、基点３１、基点３０、基点２９、基点２８、基点２７、基点２６、基点２５、基点２４、基点２３、基点２２、基
点２１、基点２０及び基点２を順次結んだ線により囲まれた区域
基点及び補助点の表示（角度の表示は、真北）
基点１は、四国中央市豊岡町大町３２５番１地先の標柱
基点２は、基点１から１１１度２５分５２．１メートルの地点
基点３は、基点２から２６０度０７分１４４．２メートルの地点
基点４は、基点３から２６９度３２分６６．４メートルの地点
基点５は、基点４から２８４度１９分１４３．０メートルの地点
基点６は、基点５から２１６度２９分１６．２メートルの地点
基点７は、基点６から２３４度５５分１２．０メートルの地点

愛 媛 県 報平成１９年１２月２１日 第１９２４号
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�愛媛県告示第１９０６号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び土木事

務所並びに市役所及び町役場において縦覧に供する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

才土

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱８号まを順次結

んだ線及び標柱８号と標柱１号を結んだ線に囲また区域

市 町 地 番 標 柱

西条市 河之内 甲１１６番１ １号

乙１６番１ ２号

乙１７番１ ３号

乙２１番 ４号

甲１６５番１ ５号

甲１３８番１ ６号

甲１２６番１ ７号

甲１１５番１ ８号

基点８は、基点７から２６１度４６分１１．９メートルの地点
基点９は、基点８から２８８度０１分５７．４メートルの地点
基点１０は、基点９から３２０度０２分１３．５メートルの地点
基点１１は、基点１０から３３７度０４分１４．５メートルの地点
基点１２は、基点１１から３４９度０９分１２．２メートルの地点
基点１３は、基点１２から３０４度１１分１４１．５メートルの地点
基点１４は、基点１３から３１３度００分２３６．５メートルの地点
基点１５は、基点１４から２２８度４１分４３．５メートルの地点
基点１６は、基点１５から３０９度５９分５３．０メートルの地点
基点１７は、基点１６から８度４９分２４．１メートルの地点
基点１８は、基点１７から２６６度２０分３８５．６メートルの地点
基点１９は、基点１８から２８８度００分１４８．３メートルの地点
基点２０は、基点２から７４度０５分１９８．７メートルの地点
基点２１は、基点２０から８９度５０分１１．１メートルの地点
基点２２は、基点２１から１１４度３１分１８．４メートルの地点
基点２３は、基点２２から１１０度５６分２８．７メートルの地点
基点２４は、基点２３から７９度１９分３９．６メートルの地点
基点２５は、基点２４から７４度５０分１８．４メートルの地点
基点２６は、基点２５から８３度４１分２２．１メートルの地点
基点２７は、基点２６から８６度３２分１０１．８メートルの地点
基点２８は、基点２７から１２度３９分１７．６メートルの地点
基点２９は、基点２８から９４度５５分２５１．３メートルの地点
基点３０は、基点２９から８６度１２分１５５．５メールの地点
基点３１は、基点３０から１０６度２１分９４．２メートルの地点
基点３２は、基点３１から１３４度４５分２４．８メートルの地点
基点３３は、基点３２から９０度２７分６４．９メートルの地点
基点３４は、基点３３から９７度３８分５５．９メートルの地点
基点３５は、基点３４から８９度４８分１３３．７メートルの地点
基点３６は、基点３５から７２度０１分１７１．３メートルの地点
基点３７は、基点３６から６２度１８分１３１．０メートルの地点
基点３８は、基点３７から５８度２９分５５．５メートルの地点
補助点１９は、基点１９から１３度０７分６９．９メートルの地点
補助点１８は、基点１８から６度２５分７１．５メートルの地点
補助点１７－３は、基点１７から３５９度５２分７０．０メートルの地点
補助点１７－２は、基点１７から８度４９分７１．１メートルの地点
補助点１７－１は、基点１７から１６度２０分７２．０メートルの地点
補助点１５は、基点１５から１度２４分１１９．１メートルの地点
補助点１４－２は、基点１４から３４８度０１分８１．８メートルの地点
補助点１４－１は、基点１４から０度１４分９５．６メートルの地点
補助点１３は、基点１３から４８度１６分７１．２メートルの地点
補助点１２は、基点１２から４６度５０分７０．０メートルの地点
補助点１１は、基点１１から５１度１９分７６．２メートルの地点
補助点１０は、基点１０から４６度２８分７８．７メートルの地点
補助点５は、基点５から３５６度４３分７１．４メートルの地点
補助点４は、基点４から７度１１分６９．８メートルの地点
補助点３は、基点３から３１度０８分８８．７メートルの地点
補助点１－２は、基点１から２３度３４分４９．７メートルの地点
補助点１－１は、基点１から５５度１２分１１８．０メートルの地点
補助点２０－２は、基点２０から３０５度５８分２０５．５メートルの地点
補助点２０－１は、基点２０から３２９度５１分２３６．５メートルの地点
補助点２５は、基点２５から９度１２分２９１．２メートルの地点
補助点２６は、基点２６から３２度３７分２２９．８メートルの地点
補助点２８は、基点２８から３５９度４３分７２．６メートルの地点
補助点２９は、基点２９から３４０度１０分７５．５メートルの地点
補助点３０は、基点３０から４度３２分７２．８メートルの地点
補助点３１は、基点３１から３５度５８分７４．４メートルの地点
補助点３２は、基点３２から２５度３８分７６．０メートルの地点
補助点３３は、基点３３から２８度２５分７６．１メートルの地点
補助点３４は、基点３４から３度４１分７０．９メートルの地点
補助点３５は、基点３５から３５４度５３分７１．１メートルの地点
補助点３６は、基点３６から３３４度３３分６９．６メートルの地点
補助点３７は、基点３７から３度５８分８５．９メートルの地点
補助点３８は、基点３８から３３６度２８分７５．７メートルの地点
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松渓

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１０号までを順次

結んだ線及び標柱１０号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

郡 市 町 村 地 番 標 柱

西予市 野村町 松渓 １号１２５５番１ １号

１号１２５６番 ２号

１号１１９４番 ３号

１号１２６０番 ４号

１号１３４５番 ５号

１号１３４４番 ６号

１号１３４４番 ７号

１号１３５９番１ ８号

１号１３３１番 ９号

１号１３１３番 １０号

豊浦南

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１８号までを順次

結んだ線及び標柱１８号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

宇和島市 三浦 西３５６６番１ １号

西３５６６番１ ２号

西３５６６番１ ３号

西３３３７番１ ４号

西３３３４番２ ５号

西３３３４番１ ６号

西３３３４番３ ７号

西３３６３番６ ８号

西３３７２番１ ９号

西３３０２番３ １０号

西３３００番 １１号

西３３００番 １２号

西３３１５番１ １３号

西３３１７番 １４号

西３３２１番１ １５号

西３３２４番 １６号

西３３２７番 １７号

西３３２６番１ １８号

結出（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成８年８月愛媛県告示第１０８２号）

結出の項で指定した標柱１３号と標柱１２号を順次結んだ線、標柱１２号

と次に掲げる地番の土地に存する標柱１８号から標柱２４号を順次結ん

だ線及び標柱２４号と標柱１３号を結んだ線に囲まれた区域

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成８年８月愛媛県告示第１０８２号）

結出の項で指定した標柱３号、標柱２号及び標柱１号を順次結んだ

線、標柱１号と次に掲げる地番の土地に存する標柱２５号から標柱３４

号を順次結んだ線及び標柱３４号と標柱３号を結んだ線に囲まれた区

域

市 町 地 番 標 柱

宇和島市 下波 ３３３４番１ １８号

３３３４番１ １９号

３３３４番１ ２０号

３３３４番１ ２１号

３３３９番 ２２号

３３３９番 ２３号

３３３８番 ２４号

３１０５番 ２５号

３０６８番 ２６号

３０６３番 ２７号

３０５９番 ２８号

３０６０番 ２９号

３０７０番 ３０号

３０７７番 ３１号

３０７６番 ３２号

３０７５番２ ３３号

３０９３番 ３４号

中緑（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成２年５月愛媛県告示第７７９号）

中緑の項で指定した標柱３号、標柱２号及び標柱１号を順次結んだ

線、標柱１号と次に掲げる地番の土地に存する標柱８号から標柱１４

号までを順次結んだ線及び標柱１４号と標柱３号を結んだ線に囲まれ

た区域

市 町 地 番 標 柱

愛南町 緑 乙１５６９番 ８号

乙１５７５番 ９号

乙１５８５番 １０号

乙１５８４番 １１号

乙１６５８番１ １２号

乙１６５８番１ １３号

乙１６５８番２ １４号

垣内（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和５２年３月愛媛県告示第３３６号）

垣内の項（以下「垣内の項」という。）で指定した標柱７号、標柱

６号及び標柱５号を順次結んだ線、標柱５号と次に掲げる地番の土

地に存する標柱９号と標柱１０号を結んだ線、標柱１０号と急傾斜地崩

壊危険区域の指定（平成１２年１１月愛媛県告示第１５７２号）垣内Ｂの項

で指定した標柱２号と標柱１号を結んだ線、同項で指定した標柱１

号と次に掲げる地番の土地に存する標柱１１号から標柱１５号までを順

次結んだ線並びに標柱１５号と垣内の項で指定した標柱８号を町道垣

内満倉線山側官民境界線で結んだ線及び垣内の項で指定した標柱８

号と標柱７号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

愛南町 垣内 ３８０番 ９号

３７９番 １０号

４０４番 １１号

３９２番 １２号

３９２番 １３号

３９１番 １４号

４３５番 １５号

中浦（追加）

愛 媛 県 報平成１９年１２月２１日 第１９２４号
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急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成３年１１月愛媛県告示第１５７４号）

中浦の項で指定した標柱８号と標柱７号と急傾斜地崩壊危険区域の

指定（平成４年１２月愛媛県告示第１５７６号）中浦（追加）の項で指定

した標柱１０号を結んだ線、標柱１０号と次に掲げる地番の土地に存す

る標柱１１号から標柱２１号までを順次結んだ線及び標柱２１号と標柱８

号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

愛南町 中浦 １５６４番１ １１号

１５０１番 １２号

１５９１番 １３号

１６０９番 １４号

１６０５番１ １５号

１５９５番１ １６号

１５９５番１ １７号

１５７８番２ １８号

１５７７番２ １９号

１５６４番１ ２０号

１５６４番２ ２１号

�愛媛県告示第１９０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９１０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 上分三島線
四国中央市下柏町８５０番１地先から

同町８４７番３地先まで

旧 ５．４～６．０ ０．０４６

新 １１．１～１３．４ ０．０４６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 波方環状線
今治市波方町甲２６２２番１８地先から

同町甲２５３３番５地先まで

旧 ４．５～１１．０ ０．２５４

新 １１．０～２１．０ ０．２５４

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山川内線
松山市平井町甲１３７６番４から

同市水泥町８７７番まで

旧 ７．９～２４．８ ０．２６５

新 １３．２～３８．４ ０．２６５

愛 媛 県 報平成１９年１２月２１日 第１９２４号
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公 告

�愛媛県告示第１９１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９１２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美砂子郡線
宇和島市戸島６５８番３地先から

同市戸島６４８番３地先まで

旧 １４．６～２１．０ ０．１０３

新 １４．８～２５．０ ０．１０３

〃 〃
宇和島市戸島６４１番地先から

同市戸島６２５番１地先まで

旧 １９．０～２４．０ ０．０５７

新 ２０．０～２６．０ ０．０５７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美砂子郡線
宇和島市戸島６５８番３地先から

同市戸島６４８番３地先まで
平成１９年１２月２１日

〃 〃
宇和島市戸島６４１番地先から

同市戸島６２５番１地先まで
〃

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第４８号

平成１９年１２月１０日
伊予郡松前町大字出作字屋敷前３９６番１

伊予郡松前町大字出作３９６番地２

弓 立 克 也

１９松局建（開）第４９号

平成１９年１２月１０日
伊予市上三谷字坪ノ内甲７８６番１

伊予市上三谷甲４１１番地２

� 泉 一 郎

� 泉 和 美

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１９年１２月７日 特定非営利活動法人
みかんの花咲くまち 岡 崎 節 子 八幡浜市江戸岡一丁目１１番５号 この法人は、八幡浜市の農家と地域の消費者が

一体となって、地元の農産品やその加工品の販
売を中心に、地産地消の推進を行うとともに、
八幡浜市の玄関であるＪＲ八幡浜駅に賑わいを
再生して、地域の活性化と産業の振興に寄与す
ることを目的とする。
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公安委員会規則

�愛媛県公安委員会規則第１９号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年１２月２１日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公安委員会にする申請等）

第１条 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）、

道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「令」という。）、

道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「施行規

則」という。）及びこの規則の規定により愛媛県公安委員会（以下

「公安委員会」という。）に申請、届出その他の手続をしようとす

る者は、次に掲げるもの及び別に定めがあるものを除き、その者

の住所地を管轄する警察署

を経由することができる。ただし、

法第８９条第１項に規定する免許の申請（法第９７条の２第１項又

は第３項の規定により法第９７条第１項第２号及び第３号に規定

する運転免許試験が免除されるものに限る。）、法第１０１条第１項

に規定する免許証の更新申請書の提出、法第１０１条の２第１項に

規定する更新期間前における免許証の更新の申請、法第１０４条の

４第１項に規定する免許の取消しの申請、同条第５項に規定する

運転経歴証明書の交付申請及び施行規則第１８条の５に規定する

限定解除審査の申請にあつては、喜多郡内子町に住所地を有する

者は大洲警察署内子交番を、西予市野村町又は同市城川町に住所

地を有する者は西予警察署野村交番を、北宇和郡松野町又は同郡

鬼北町に住所地を有する者は宇和島警察署鬼北交番を経由するこ

とができる。

� 省略

� 省略

� 法第１０１条第１項に規定する免許証の更新の申請（

松山東警察署等の管轄区域

に住所地を有する者に限る。）

� 法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前における免許証

の更新の申請（ 松

山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

�～� 省略

２ 省略

３ 次の各号に掲げる申請（松山東警察署等以外の警察署を経由し

て提出する申請にあつては、免許証の更新と再交付を同時に行う

申請及び法第１０３条第１項の規定による免許の効力が停止されて

いる場合における免許証の更新の申請を除く。）又は届出

をしようとする者は、第

（公安委員会にする申請等）

第１条 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）、

道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「令」という。）、

道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「施行規

則」という。）及びこの規則の規定により愛媛県公安委員会（以下

「公安委員会」という。）に申請、届出その他の手続をしようとす

る者は、次に掲げるもの及び別に定めがあるものを除き、その者

の住所地を管轄する警察署（法第９４条第１項に規定する免許証の

記載事項の変更の届出にあつては、その者の住所地を管轄する警

察署の交番及び駐在所を含む。）を経由することができる。ただし、

法第８９条第１項に規定する免許の申請（法第９７条の２第１項又

は第３項の規定により法第９７条第１項第２号及び第３号に規定

する運転免許試験が免除されるものに限る。）、法第１０１条第１項

に規定する免許証の更新申請書の提出、法第１０１条の２第１項に

規定する更新期間前における免許証の更新の申請、法第１０４条の

４第１項に規定する免許の取消しの申請、同条第５項に規定する

運転経歴証明書の交付申請及び施行規則第１８条の５に規定する

限定解除審査の申請にあつては、喜多郡内子町に住所地を有する

者は大洲警察署内子交番を、西予市野村町又は同市城川町に住所

地を有する者は西予警察署野村交番を、北宇和郡松野町又は同郡

鬼北町に住所地を有する者は宇和島警察署鬼北交番を経由するこ

とができる。

� 省略

�の２ 法第９３条の２の規定により免許証に記載され、又は表示

されるものの一部を電磁的方法により記録した免許証（以下「Ｉ

Ｃカード免許証」という。）に係る法第９４条第１項に規定する

免許証の記載事項の変更の届出（住所変更に係るものを除く。）

� 省略

� 法第１０１条第１項に規定する免許証の更新の申請（ＩＣカー

ド免許証でない免許証については、松山東警察署等の管轄区域

に住所地を有する者に限る。）

� 法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前における免許証

の更新の申請（ＩＣカード免許証でない免許証については、松

山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

�～� 省略

２ 省略

３ 次の各号に掲げる申請（松山東警察署等以外の警察署を経由し

て提出する申請にあつては、免許証の更新と再交付を同時に行う

申請及び法第１０３条第１項の規定による免許の効力が停止されて

いる場合における免許証の更新の申請を除く。）又は届出（ＩＣカ

ード免許証に係る申請及び届出を除く。）をしようとする者は、第
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選挙管理委員会告示

労働委員会公告

�愛媛県選挙管理委員会告示第１０３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成１９年１２月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，２０９，６６２

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２４，１９４

� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１

を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６８，２７７

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�公 告

労働関係調整法（昭和２１年法律第２５号）第１８条第３号の規定によ

り調停の申請があったので、労働関係調整法施行令（昭和２１年勅令

第４７８号）第７条第２項の規定により次のとおり公表する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県労働委員会

会長 白 石 喜 �
１ 申請年月日

平成１９年１２月１１日

２ 関係当事者

申請者 松山市宮田町１３２番地

全国一般労働組合愛媛地方本部松山支部

執行委員長 松本 修次

松山市美沢一丁目１０番３８号

全国一般労働組合愛媛地方本部松山支部

創精会分会

執行委員長 得本 等

被申請者 松山市美沢一丁目１０番３８号

財団法人創精会

理事長 山岡 正規

３ 事業の種別

１項の規定によるほか、松山東警察署等以外の警察署又は大洲警

察署内子交番、西予警察署野村交番若しくは宇和島警察署鬼北交

番（以下「内子交番等」という。）を経由することができる。

�～� 省略

４ 法第９４条第１項に規定する免許証の記載事項の変更の届出を

しようとする者は、第１項及び前項の規定によるほか、その者の

住所地を管轄する警察署の交番又は駐在所（ＩＣカード免許証（法

第９３条の２の規定により免許証に記載され、又は表示されるもの

の一部を電磁的方法により記録した免許証をいう。）の住所以外の

変更の届出にあつては、内子交番等に限る。）を経由することがで

きる。

１項の規定によるほか、松山東警察署等以外の警察署又は大洲警

察署内子交番、西予警察署野村交番若しくは宇和島警察署鬼北交

番（以下「内子交番等」という。）を経由することができる。

�～� 省略

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる警

察署の管轄区域に住所地を有する者は、ＩＣカード免許証につい

て、法第９４条第１項に規定する免許証の記載事項の変更の届出、

法第１０１条第１項に規定する免許証の更新の申請又は法第１０１条

の２第１項に規定する更新期間前における免許証の更新の申請を

しようとするときは、同表の右欄に掲げる警察署を経由すること

ができる。

住所地を管轄する警察署 経由警察署

四国中央警察署、新居浜警察署、西条警察署 新居浜警察署

西条西警察署、今治警察署、伯方警察署 今治警察署

大洲警察署、八幡浜警察署、西予警察署 八幡浜警察署

宇和島警察署、愛南警察署 宇和島警察署

附 則

この規則は、平成２０年１月４日から施行する。

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，１７６ １４，７２６

南 宇 和 郡 ２２，４８５ ７，４９５

松山市・上浮穴郡 ４２６，２６７ １３７，７１２

今 治 市 ・ 越 智 郡 １５１，７７０ ５０，５９０

宇和島市・北宇和郡 ８９，０１６ ２９，６７２

八幡浜市・西宇和郡 ４４，６６２ １４，８８８

新 居 浜 市 １０３，２８６ ３４，４２９

西 条 市 ９４，１４７ ３１，３８３

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５７，７５０ １９，２５０

伊 予 市 ３２，９０６ １０，９６９

四 国 中 央 市 ７６，９７６ ２５，６５９

西 予 市 ３７，９１７ １２，６３９

東 温 市 ２８，３０４ ９，４３５
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